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被害調査から様々な支援まで、業務ごとに、紙やエクセル等で実施・管理さ

れ、局横断的に被災者の情報を共有し管理できる仕組みがないため、 

作業効率が悪く、支援漏れや、申請手続きの重複等により、 

被災者の生活再建に遅れが生じることが懸念される。 

 

被害の程度（全壊等）を証明する「罹災証明書の発行」、被災者の支援状況等を記載する

「被災者台帳の管理」等、被災者支援に関する業務について、 
ＩＣＴを活用した一元的な実施・管理システムを導入するもの 

※ＩＣＴ:Information and Communication Technology 情報通信技術 

家屋被害調査 罹災証明書の発行 被災者台帳の作成・管理 

 

家屋被害調査 
システム 

罹災証明書 
発行システム 

被災者台帳 
管理システム 研修・訓練 

災害により被災 罹災証明 被災者への支援・生活再建 平常時 

迅速で効率的な調査
方法の導入が必要 

調査結果等を突合し、迅速な
発行システムの導入が必要 

平常時から、発災後の
業務への習熟が必要 

支援対象者の把握や、漏れ
のない被災者支援が課題 

タブレットを用いて、位置情報等
を利用し、調査結果をシステムに
簡単に登録でき、自動で調査結果
が集計されるため、入力作業の省

力化、結果の可視化ができる。 

研修・訓練 

１ 概  要 ２ 現 状 

システムにより、住基情報、家
屋台帳情報、家屋被害調査の結
果を突合し、迅速かつ効率的に

罹災証明書が発行できる。 

様々な支援業務を一元的にシステ
ムに集約することにより、局横断
的に情報を共有・管理できるため、
中⾧期にわたる被災者支援を総合

的かつ効率的に実施できる。 

３ 被災者生活再建支援システム導入による効果等 

専門家による家屋被害調査研
修、実践的なり災証明書の発行
訓練等を行うことにより、職員

の意識やスキルを高め、迅速な

体制づくりを確保できる。 

モバイル端末を活用した 実践的メニューを備えた 調査結果等と突合させた 局横断的に一元管理された 
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※システムを利用しない程度の小規模災害時における各種証明書発行に係る業務手順等については、今後システムの導入と併せて整理 


